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トラヒックからみた我が国の通信利用状況（平成１５年度） 

 

 

 総務省では、電気通信事業報告規則（昭和６３年郵政省令第４６号）に

基づき、旧第一種電気通信事業者（平成１６年４月１日改正前の電気通信

事業法に基づき、第一種電気通信事業の許可を受けた事業者）から電気通

信サービスに係るトラヒックデータの報告を求めているところです。この

度、平成１５年度分のトラヒックデータを取りまとめましたのでお知らせ

いたします。 

 

  

本調査は、国民生活や社会経済活動に不可欠な電気通信サービスの在り

方を検討するために、その利用動向を客観性、信頼性のあるデータに基づ

いて把握することが不可欠であることと、そのデータを公表することによ

り、国民利用者の電気通信サービスに対する理解を深めていただくことを

目的としております。 

 

 

概要は別紙のとおりであり、本体は別添のとおりです。 
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トラヒックからみた我が国の通信利用状況 

【平成１５年度】 
 
 

 この資料は、電気通信事業報告規則に基づき、旧第一種電気通信事

業者より提出された平成１５年度（平成１５年４月１日～平成１６年

３月３１日）の加入電話、ＩＳＤＮ、携帯電話、ＰＨＳ、国際通信の

利用状況報告について、集計･分析を行い取りまとめたものです。 
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１．はじめに 
 

（１） 調査の目的 

 

  国民生活や社会経済活動に不可欠な電気通信サービスの在り方を検討するため

には、その利用動向を客観性、信頼性のあるデータに基づいて把握することが不可

欠である。 

  このような観点から、総務省では、昭和６３年に電気通信事業報告規則（昭和６

３年郵政省令第４６号）を定め、旧第一種電気通信事業者から電気通信サービスに

係るトラヒックデータの報告を求め、電気通信政策の策定等に活用している。 

  また、そのデータを公表することにより、国民利用者の電気通信サービスに対す

る理解を深めることに役立てている。 

 

 

 

（２） 調査対象事業者 

 

 以下の内訳のとおり、旧第一種電気通信事業者５４社のものを取りまとめている。 

 

① 国内固定系事業者   ２８社 

 

② 移動系事業者     ２５社 

 

③ 国際電話事業者    １２社 

（うち国内兼業事業者  －１１社） 

 

④ 合計         ５４社 
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２ 平成１５年度のポイント 
 

（１）契約数（平成１５年度末）は、固定系（加入電話・ＩＳＤＮ）は減少傾向が続いている

（対前年度比０．９％減）が、携帯電話は依然として増加している（対前年度比７．７％

増）。                             （Ｐ．５） 

 

 

加入電話・ＩＳＤＮと携帯電話の契約数の推移 
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※ (  )内は対前年度増加率 



 

 
（２）国内音声サービス全体のトラヒックは、総通信時間で９．６％の減。そのうち特に固定

発固定着は１７．５％の大幅減。電子メール（固定・携帯）やＡＤＳＬ等の普及によるも

のと推測される。                           （Ｐ．７） 
 

 

 
 

固定系音声サービスの通信時間とＡＤＳＬ等の契約数の推移 
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※ 契約数は年度末の数字



 
（３） ＮＴＴグループ・ＮＣＣ別のトラヒックについて、加入電話・ＩＳＤＮでは、ＮＴＴ

のトラヒックが大幅に減少したため、シェアが通信回数６４．１％、通信時間６７．６％

に減少した。 

携帯電話について、ＮＴＴドコモのシェアが通信回数６２．６％、通信時間６２．７％

に減少した。                      （Ｐ．１０、１１） 
 

※ここでのＮＴＴとは、ＮＴＴグループのうち、ＮＴＴ東西とＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞを指し、ＮＣＣとはＮＴＴ以外の事業者を指す。 

ただし、携帯電話におけるＮＣＣとは、ＮＴＴドコモ 9社以外の事業者を指している。 

 

【加入電話・ＩＳＤＮの通信回数のＮＴＴとＮＣＣのシェア】 
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【加入電話・ＩＳＤＮの通信時間のＮＴＴとＮＣＣのシェア】 
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【携帯電話の通信回数のＮＴＴドコモとＮＣＣのシェア】 
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【携帯電話の通信時間のＮＴＴドコモとＮＣＣのシェア】 
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※※  各各欄欄のの（（  ））内内はは対対前前年年度度増増加加率率。。  
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３．契約数の推移 
 

○ 契約数（平成１５年度末）について、固定系(加入電話･ＩＳＤＮ)全体として対前年度比

で０．９％減少となっている。このうち、加入電話は、ＩＳＤＮからＡＤＳＬへの移行

が見られたことから、５，１５９万件と対前年度比で０．８％増となったのに対し、Ｉ

ＳＤＮは８６３万件と１０．２％減となった。 

○ 携帯電話は８，１５２万件と増加率は低下しているものの７．７％増となった。また、

ＰＨＳは、５１４万件と６．０％減となっている。 

                                     （単位：万件）      
 

区 分 平成 9年度末 平成 10 年度末 平成 11年度末 平成 12年度末 平成 13年度末 平成 14年度末 平成 15 年末

加入電話 
6,045 

(▲1.8%) 

5,856 

(▲3.1%) 

5,555

(▲5.1%)

5,226

(▲5.9%)

5,100 

(▲2.4%) 

5,116 

(0.3%) 

5,159

(0.8%)

ＩＳＤＮ 
240 

(116.2%) 

407 

(69.6%) 

668

(64.1%)

970

(45.2%)

1,033 

(6.5%) 

961 

(▲7.0%) 

863

(▲10.2%)

固定合計 
6,285 

(0.3%) 

6,263 

(▲0.4%) 

6,223

(▲0.6%)

6,196

(▲0.4%)

6,133 

(▲1.0%) 

6,077 

(▲0.9%) 

6,022

(▲0.9%)

携帯電話 
3,153 

(51.0%) 

4,153 

(31.7%) 

5,114

(23.1%)

6,094

(19.2%)

6,912 

(13.4%) 

7,566 

(9.5%) 

8,152

(7.7%)

ＰＨＳ 
673 

(11.6%) 

578 

(▲14.1%) 

571

(▲1.2%)

584

(2.3%)

570 

(▲2.5%) 

546 

(▲4.2%) 

514

(▲6.0%)

移動合計 
3,826 

(42.2%) 

4,731 

(23.7%) 

5,685

(18.7%)

6,678

(17.1%)

7,482 

(12.0%) 

8,112 

(8.4%) 

8,665

(6.8%)

 ※ 下段カッコ内は対前年度増加率。 
 

固定系・移動系と加入電話等の種類別契約数の推移 （単位：万件） 
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４４  国国内内通通信信のの通通信信回回数数  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 総通信回数は１,３００億回。対前年度比１．８％減。 

○  通信回数の内訳の構成比は、固定⇒固定は５２．２％、固定⇒移動は７．３％、

移動⇒固定は１２．３％、移動⇒移動は２８．１％となっている。 

○ 総通信回数におけるシェアでは、移動発通信へのシフトが続いている。 

相互通信回数の推移
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相互通信状況（通信回数）      (単位：億回） 

区 分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

1,344.0 1,447.5 1,384.0 1,323.9 1,300.0 総通信回数 

<対前年度比> <5.8%> <7.7%> <▲4.4%> <▲4.3%> <▲1.8%> 

858.0 861.1 803.8 729.8 679.1 固定⇒固定 

(全体比)<対前年度比> (63.9%) (59.5%) (58.1%) (55.1%) (52.2%)<▲6.9%>

105.1 112.2 101.7 97.4 95.3 固定⇒移動 

(全体比) <対前年度比> (7.8%) (7.8%) (7.3%) (7.4%) (7.3%)<▲2.2%> 

135.5 149.5 154.6 156.8 160.3 移動⇒固定 

(全体比) <対前年度比> (10.1%) (10.3%) (11.2%) (11.8%) (12.3%)<2.2%>

244.5 324.7 324.0 339.9 365.4 

 

移動⇒移動 

(全体比) <対前年度比> (18.2%) (22.4%) (23.4%) (25.7%) (28.1%)<7.5%>

                               
           着信 

発信 
固定系端末 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 
396.8 

（30.5%）[33.2%] 

公衆電話 
10.9 

（0.8%）[1.0%] 

ISDN 271.4 

（20.9%）[20.9%] 

92.3 

（7.1%） 

[7.1%] 

3.0 

（0.2%） 

[0.3%] 

774.4 

（59.6%） 

[62.5%] 

携帯電話 
144.8 

（11.8%）[10.8%] 

356.3 

（27.4%）[24.7%] 

3.3 

（0.3%）[0.3%] 

504.4 

（38.8%）[35.8%] 

PHS 15.5 

（1.2%）[1.1%] 

3.4 

（0.3%）[0.3%] 

2.4 

（0.2%）[0.3%] 

21.3 

（1.6%）[1.7%] 

合計 
839.3 

（64.6%）[67.0%] 

452.0 

（34.8%）[32.1%] 

8.7 

（0.7%）[0.9%] 

1,300.0 

（100.0%） 

【注】1 着信欄の「固定系端末」には、加入電話、ISDNの他、無線呼出を含む。 
   2 着信欄の「携帯電話」及び「PHS」では、システム上発信側が、電話、ISDN、公衆電話のいずれであるか識別

できない。 
3 上段は通信回数、下段(  )内は総相互通信合計に対する構成比、[ ]内は昨年度の構成比。 



 

５５  国国内内通通信信のの通通信信時時間間  
 

○ 総通信時間は５,１９８百万時間。対前年度比９．６％減。 

○ 通信時間の内訳の構成比は、固定⇒固定は５８．４％、固定⇒移動は５．４％、移

動⇒固定は１１．１％、移動⇒移動は２５.２％となっている。 

○ ＡＤＳＬ等の普及に伴い、インターネット接続のための電話・ＩＳＤＮの長時間利

用が減少していることをうかがわせる。 

 

 
 

相互通信時間の推移
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                   相互通信状況（通信時間）   (単位：百万時間) 

 

【注】1 着信欄の「固定系端末」には、加入電話、ISDNの他、無線呼出を含む。 
   2 着信欄の「携帯電話」及び「PHS」では、システム上発信側が、電話、ISDN、公衆電話のいずれであるか識別

できない。 
3 上段は通信時間、下段(  )内は総相互通信合計に対する構成比、[ ]内は昨年度の構成比。 

 
区 分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

6,150 7,026 6,566 5,748 5,198 総通信時間 

<対前年度比> <13.7%> <14.3%> <▲6.5%> <▲12.5%> <▲9.6%> 

4,622 5,202 4,606 3,683 3,037 固定⇒固定 

(全体比) <対前年度比> (75.2%) (74.0%) (70.2%) (64.1%) (58.4%)<▲17.5%> 

395 371 329 312 278 固定⇒移動 

(全体比) <対前年度比> (6.4%) (5.3%) (5.0%) (5.4%) (5.4%)<▲10.9%> 

368 409 440 495 575 移動⇒固定 

(全体比) <対前年度比> (6.0%) (5.8%) (6.7%) (8.6%) (11.1%)<16.2%> 

765 1,045 1,191 1,257 1,308 

 

移動⇒移動 

(全体比) <対前年度比> (12.4%) (14.9%) (18.1%) (21.9%) (25.2%)<4.1%> 

       着信 

発信 
固定系端末 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 
1,970 

（37.9%）[42.4%] 

公衆電話 
26 

（0.5%）[0.6%] 

ISDN 1,041 
（20.0%）[21.1%] 

269 
（5.2%） 

[5.2%] 

9 
（0.2%） 

[0.2%] 

3,314 
（63.8） 

[69.5] 

携帯電話 
368 

（7.1%）[6.2%] 

1,218 
（24.6%）[21.4%] 

10 
（0.2%）[0.2] 

1,659 
（31.9）[27.8%] 

PHS 208 
（4.0%）[2.1%] 

10 
（0.2%）[0.2%] 

7 
（0.1）[0.4] 

225 
（4.3%）[2.7%] 

合計 
3,612 

（69.5%）[72.4%] 

1,561 
（30.0%）[26.8%] 

25 
（0.5）[0.8%] 

5,198 
（100.0%） 
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６６  主主ななイインンタターーネネッットト接接続続ササーービビススのの利利用用状状況況  

 

○ 固定系端末（ＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨ含む）を利用した主なインターネット接 
続サービス契約数（注１）は、平成１５年度末で約３,３８９万件、平成１４年度末と
比較し、１１.８％増と引き続き伸びを示している。 
○ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス契約数（注２）は、平成１５年 
度末で約６,９７３万件、平成１４年度末と比較して１１．６％増となっており、端末
契約数の増加率（７．７％増）と比較すると高くなっている。さらに、携帯電話の契

約数に占める割合も８５．５％に上っている。 
○ また、平成１５年度の携帯電話端末を利用したインターネット接続サービスの利用 
量は、約８５,９０４億パケット（推計値）（注３）と、平成１４年度から４９.３％増と
引き続き高い伸びを示している。 

 

・ 固定系端末を利用した主なインターネット接続サービス契約数とその増加傾向 

 平成 12 年度末 平成 13 年度末 平成 14 年度末 平成 15 年度末 

契約数(万) 1,813 2,410 2,988 3,389 

対前年度増加率 49.2% 32.9% 24.0% 11.8% 

 

・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス契約数とその増加傾向 

 平成 12 年度末 平成 13 年度末 平成 14 年度末 平成 15 年度末 

契約数(万) 3,457 5,193 6,246 6,973 

対前年度増加率 360.9% 50.2% 20.3% 11.6% 
携帯電話の契約数

に占める割合 
56.7% 75.1% 82.6% 85.5% 

 

・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス利用量(推計値)とその増加傾向 

 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 

パケット数（億） 12,657 30,908 57,532 85,904 

対前年度増加率 1,020.1% 144.2% 86.1% 49.3% 

注１ 大手ＩＳＰ14 社のダイヤルアップ接続サービス、ＤＳＬサービス（ＮＴＴ東･西の端末回線を利

用して提供されるもの）、ＣＡＴＶインターネット接続サービス、ＦＴＴＨサービスの契約数合計

であり、すべての「固定系端末を利用したインターネット接続サービスの契約数」の合計を表すも

のではない。 

注２ ｉモード,Ezweb(旧 Ezaccess を含む),ボーダフォンライブのサービスの契約数合計 

注３ 音声伝送役務により提供されるサービス（メッセージサービス、ｗｅｂサービスの一部）につい

ては、その通信回数等から通信量（パケット数）を推計した。 
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７７  国国際際通通信信ののトトララヒヒッックク  

○ 国際通信のトラヒックは、発着信合計でみると回数は増加、時間は減少している（対

前年度比で回数０.８％増、時間０.５％減）。 

○ これを発着信別にみると、発信は回数は減少、時間は増加（対前年度比で回数１.４％

減、時間２.２％増）、着信は回数は増加、時間は減少（対前年度比で回数３.５％増、

時間３.９％減）となっている。 

 
発着信合計の通信回数及び通信時間の推移 

(単位：百万回、百万分)  
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区 分 平成 11 年度 平成12年度 平成13年度 平成 14 年度 平成 15 年度 

801.2 818.2 866.3 898.4 905.6 通 信 

回 数 (3.6%) (2.1%) (5.9%) (3.7%) (0.8%) 

3,344.4 3,801.0 4,311.2 4,656.9 4,634.4 通 信 

時 間 (0.7%) (14.0%) (13.4%) (8.0%) (▲0.5%) 

 

（注） カッコ内は対前年度増加率。 
 

発着信別の通信回数及び通信時間の推移 
(単位：百万回、百万分)  
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発信回数 着信回数 発信時間 着信時間

区 分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成 14 年度 平成 15 年度 

403.8 445.4 492.6 498.5 491.7 発 信 

回 数 (▲2.3%) (10.3%) (10.6%) (1.2%) (▲1.4%) 

397.3 372.7 373.8 399.9 413.9 着 信 

回 数 (10.5%) (▲6.2%) (0.3%) (6.5%) (3.5%) 

1,786.1 2,178.4 2,575.5 2,611.2 2,668.2 発 信 

時 間 (▲1.7%) (22.0%) （18.2%） (1.4%) (2.2%) 

1,548.3 1,622.6 1,735.7 2,045.7 1,966.1 着 信 

時 間 (3.5%) (4.8%) (7.0%) (17.9%) (▲3.9%) 

 
 

 

（注） カッコ内は対前年度増加率。 



  

８８  事事業業者者別別ののトトララヒヒッッククシシェェアア  
 

○ 国内の固定系通信（加入電話・ＩＳＤＮ）において、ＮＴＴのシェアは県間及び県

内市外の通信時間を除く全てにおいて減少し、総通信回数では６４．１％、総通信時

間では６７．６％に減少した。 

○ 携帯電話において、ＮＴＴドコモのシェアは発着回数、発着時間ともに減少した。

○ 国際通信において、ＫＤＤＩのシェアは発信回数、発信時間ともに減少した。 
 

※ここでのＮＴＴとは、ＮＴＴグループのうち、ＮＴＴ東西とＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞを指し、ＮＣＣとはＮＴＴ以外の事業

者を指す。ただし、携帯電話におけるＮＣＣとは、ＮＴＴドコモ９社以外の事業者を、国際通信におけるＮＣＣとは、

ＫＤＤＩ以外の事業者を指している。 
 

【固定系通信（加入電話・ISDN）の状況】（通信回数のシェア） 
 (1) 全通信に占めるシェア 

総通信回数　667.8億回 [716.0億回]

NCC
35.9% [32.6%]
239.7億回

NTT
64.1% [67.4%]
428.1億回

 

(2) 市内、県内市外及び県間通信におけるシェア 

県間通信
27.5% [25.9%]
183.8億回

県内市外通信
16.6% [16.4%]
110.8億回

市内通信
55.9% [57.7%]
373.1億回

県間通信シェア

県内市外通信シェア

市内通信シェア

NTT
46.2% [47.2%]
84.9億回

NCC
53.8% [52.8%]
98.9億回

NTT
58.1% [61.0%]
64.4億回

NCC
41.9% [39.0%]
46.4億回

NTT
74.7% [78.3%]
278.8億回

NCC
25.3% [21.7%]
94.3億回

（　[　]内は前年度　）
 

 

【携帯電話の状況】（発着回数合計(PHS発を除く)による比較） 

携帯電話
ＮＴＴドコモ

ＮＣＣ

６２．６% (64.3%) ３７．４%　 (35.7%)

373.6億回 223.1億回

 

【国際通信の状況】（発信回数による比較） 

国際通信
ＫＤＤＩ

ＮＣＣ

３８．５%　（39.2%） ６１．５%　（60.8%）

189.2百万回 302.6百万回

    ※ 各欄の（ ）内は前年度シェア。 
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【固定系通信（加入電話・ISDN）の状況】（通信時間のシェア） 
(1) 全通信に占めるシェア 

総通信時間　3,009百万時間 [3,650百万時間]

NCC
32.4% [30.2%]
974百万時間

NTT
67.6% [69.8%]
2,035百万時間

    

(2) 市内、県内市外及び県間通信におけるシェア 

県間通信
25.1% [22.8%]
755百万時間

県内市外通信
15.0% [14.4%]
452百万時間

市内通信
59.9% [62.8%]
1,803百万時間

県間通信シェア

県内市外通信シェア

市内通信シェア

NTT
48.8% [45.9%]
369百万時間

NCC
51.2% [54.1%]
386百万時間

NTT
62.4% [61.6%]
282百万時間

NCC
37.6% [38.4%]
170百万時間

NTT
76.8% [80.3%]
1,385百万時間

NCC
23.2% [19.7%]
418百万時間

（　[　]内は前年度　）
 

 

 

【携帯電話の状況】（発着時間合計(PHS発を除く)による比較） 

携帯電話
ＮＴＴドコモ

ＮＣＣ

６２．７% (64.2%) ３７．３%  (35.8%)

1,210百万時間 719百万時間

 
【国際通信の状況】（発信時間による比較） 

国際通信 ＫＤＤＩ

ＮＣＣ

３６．７%　（38.4%） ６３．３%　（61.6%）

9.8億分 16.9億分

 
 
※ 各欄の（  ）内は前年度シェア。 
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平成１７年１月１４日 
総 務 省 

 
「トラヒックからみた我が国の通信利用状況（平成１５年度）」の訂正について 
 
 
平成１６年１２月２２日付けにて公表した標記資料中、内容に一部誤りがご

ざいましたので、以下のとおり訂正しております。 
 

記 
 
 

訂正箇所 誤 正 
別紙 
p４ 
携帯電話の通信時間 
 
 
 
 
 
 
P１１ 
携帯電話の通信時間 
 
 

 
 
平成 14年度 
NTTドコモ ６７．４% 
NCC    ３２．６% 
平成 15年度 
NTTドコモ ６４．１% 
NCC    ３５．９% 
 
 

－ 
 

 

 
 
平成 14年度 
NTTドコモ ６４．２% 
NCC    ３５．８% 
平成 15年度 
NTTドコモ ６２．７% 
NCC    ３７．３% 

 
 
上記、訂正数値を反映。 

 
 

 
別添資料 
P１０ 
(３)加入電話の都道
府県別契約数 
 
 
 
 
 

 
 
 
最も増加率が高いのは福井県（２２．

９８%）であり、次いで、石川県（２
０．５４%）、富山県（１２．６５%）、
滋賀県（２．１４%）、奈良県（１．
８６%）の順となっている。一方、
最も減少率が高いのは高知県（▲３．

６７%）であり、次いで東京都（▲

 
 
 
最も増加率が高いのは滋賀県

（２．１４%）であり、次いで、
奈良県（１．８６%）、神奈川県
（１．８４%）、千葉県（１．７
８%）、兵庫県（１．７４%）の
順となっている。一方、最も減

少率が高いのは東京都（▲０．

訂正 



訂正箇所 誤 正 
 
 

１．４９%）、千葉県（▲０．１４%）、
青森県（▲０．０５%）、宮崎県（▲
０．０２%）の順となっている。 
 
 

３５%）であり、次いで高知県（▲
０．２３%）、青森県（▲０．０
５%）、宮崎県（▲０．０２%）の
順となっている。 
 

P１１ 
図表Ⅱ－２ 
加入電話の都道府県

別契約数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
埼玉県 
１５年度末 2,641,067件 
増減    30,398件 
増加率   1.16% 
 
千葉県 
１５年度末 2,320,469件 
増減    ▲3,164件 
増加率   ▲0.14% 
 
東京都 
１５年度末 6,416,845件 
増減    ▲96,909件 
増加率   ▲1.49% 
 
神奈川県 
１５年度末 3,696,294件 
増減    3,484件 
増加率   ▲0.09% 
 
富山県 
１５年度末 431,341件 
増減    48,452件 
増加率   12.65% 
 
石川県 
１５年度末 516,385件 
増減    87,980件 
増加率   20.54% 

 
 埼玉県 
１５年度末 2,652,672件 
増減    42,003件 
増加率   1.61% 

 
 千葉県 
１５年度末 2,365,029件 
増減    41,414件 
増加率   1.78% 

 
 東京都 
１５年度末 6,490,668件 
増減    ▲23,086件 
増加率   ▲0.35% 

 
 神奈川県 
１５年度末 3,760,839件 
増減    68,086件 
増加率   ▲1.84% 

 
 富山県 
１５年度末 386,781件 
増減    3,892件 
増加率   1.02% 

 
 石川県 
１５年度末 430,957件 
増減    2,552件 
増加率   0.60% 



訂正箇所 誤 正 
 
 
 
 
 

 
福井県 
１５年度末 348,970件 
増減    65,214件 
増加率   22.98% 
 

 
 福井県 
１５年度末 284,425件 
増減    669件 
増加率   0.24% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高知県 
１４年度末 349,703件 
増減    ▲12,844件 
増加率   3.67% 
 
福岡県 
１４年度末 1,978,432件 
増減    27,202件 
増加率   1.37% 
 
 
 

 高知県 
１４年度末 337,643件 
増減    ▲784件 
増加率   ▲0.23% 

 
 福岡県 
１４年度末 1,990,492件 
増減    15,142件 
増加率   0.76% 

 
 
 

P13 
図表Ⅱ－４ 
加入電話と ISDN の
都道府県別契約数増

減 

 
 

― 

 
 
上記、訂正数値を反映。 
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